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連 結 注 記 表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社 15社
㈱ヨンコービジネス、㈱キャデワサービス、㈱アクセル徳島、
㈱高知クリエイト、㈱アクセル松山、㈱香川クリエイト、
㈱ヨンコーソーラー、有元温調㈱、アイ電気通信㈱、
菱栄設備工業㈱、㈱関西設備、㈱仁尾太陽光発電、㈱桑野太陽光発電、
横山工業㈱、㈱ベルテック
横山工業㈱は、令和３年４月９日に取得し、当連結会計年度より連結子会社としている。
㈱ベルテックは、令和３年12月16日に取得し、当連結会計年度より連結子会社としている。

② 非連結子会社の名称
㈱宇多津給食サービス、㈱徳島市高PFIサービス、
㈱徳島農林水産PFIサービス、㈱大洲給食PFIサービス、
徳島電工㈲、南海電工㈲、香川電工㈲、
恒栄通建㈱、㈱鈴木建築設計事務所、㈱マルケン、㈱一水社、
Yondenko Vietnam Company Limited

③ 連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及
び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連
結の範囲から除いている。

（2）持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

非連結子会社 ㈱宇多津給食サービス、㈱徳島市高PFIサービス、
㈱徳島農林水産PFIサービス、㈱大洲給食PFIサービス、
徳島電工㈲、南海電工㈲、香川電工㈲、
恒栄通建㈱、㈱鈴木建築設計事務所、㈱マルケン、㈱一水社、
Yondenko Vietnam Company Limited

1



関連会社 シコク分析センター㈱、こうち名高山ソーラーファーム㈱、
㈱笠岡給食PFIサービス、㈱大洲学校PFIサービス、
㈱松山学校空調PFIサービス、㈱西予まちづくりサービス、
㈱徳島県警PFIサービス、㈱西条学校空調PFIサービス

② 持分法を適用しない理由
持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余
金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法を適
用していない。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社であるアイ電気通信㈱、菱栄設備工業㈱、㈱関西設備、横山工業㈱、㈱ベルテックの事業年
度の末日は12月31日、有元温調㈱の事業年度の末日は１月31日であり、連結計算書類の作成に当たって
は同決算日現在の計算書類を使用している。
ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っている。
上記以外の連結子会社の事業年度は、連結計算書類提出会社と同一である。

（4）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
ａ．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
・市場価格のない株式等……
以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定している。）

・市場価格のない株式等……移動平均法による原価法
ｂ．棚卸資産の評価基準及び評価方法

・未成工事支出金……………個別法による原価法
・その他の棚卸資産……… 月総平均法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定している。）
② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
ａ．有形固定資産

・建物・構築物………………主として定率法（なお、耐用年数については、法人税法に規定する方
法と同一の基準によっている。）

・機械、運搬具及び工
具器具備品

………主として定額法（なお、耐用年数については、法人税法に規定する方
法と同一の基準によっている。）

ｂ．無形固定資産
・市場販売目的ソフト
ウェア

………見込有効期間を耐用年数とした定額法

・その他………………………定額法
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③ 重要な引当金の計上基準
ａ．貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

ｂ．工事損失引当金
受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末未成工事のうち、損失の発生が見込ま
れるものについて、その損失見込額を計上している。

ｃ．役員退職慰労引当金
連結子会社は、役員の退職金の支払に充てるため、退職金内規に基づく当連結会計年度末要支給額
を計上している。

④ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
ａ．退職給付に係る会計処理の方法

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年
金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債（ただし、年金資産の額が退職給付債務を超える場合
には退職給付に係る資産）に計上している。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっている。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法
により、発生時から費用処理している。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（５年）による定額法により、発生の翌連結会計年度から費用処理している。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部にお
けるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上している。

ｂ．収益及び費用の計上基準
主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりである。
① 顧客との契約から生じる収益
１）設備工事業
設備工事業では、顧客との契約において受注した配電工事、送電・土木工事、電気・計装工
事、空調・管工事、情報通信工事等について施工して引渡す義務を負っており、原則全ての工
事について履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識している。なお、履行
義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、発生原価に基づくインプット法によっている。
ただし、履行義務の充足に係る進捗度を発生原価に基づくインプット法により見積ることが
できないが、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合に
は、一定の期間にわたり充足される履行義務について原価回収基準により収益を認識してい
る。
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履行義務の充足につれて一定期間にわたり認識した収益 34,267百万円
また、配電工事請負契約に基づく工事等、契約における取引開始日から完全に履行義務を充
足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、
履行義務を充足した時点で収益を認識している。
設備工事業は、約束された対価は履行義務を充足した時点である工事の引渡し後、概ね２ヶ
月以内に支払いを受けており、重大な金融要素は含んでいない。
２）太陽光発電事業
太陽光発電事業では、太陽光発電による電気の販売を行っており、発電した電気を顧客との
契約において供給した時点で履行義務を充足したと判断し、発電量に応じて契約に定められた
金額に基づいて収益を認識している。
太陽光発電事業は、約束された対価は履行義務を充足した時点から、概ね１ヶ月以内に支払
いを受けており、重大な金融要素は含んでいない。

② 顧客との契約から生じる収益以外の収益
リース事業
リース事業では、主に工事用機械、車両、備品等の所有権移転外ファイナンス・リース取引
を行っており、リース料受領時に収益を認識している。また、リース事業に含まれる割賦販売
取引では、金利相当額のみを商品の引渡し日から最終決済日までの割賦払い期間にわたって収
益を認識している。

ｃ．のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、個別案件ごとに判断し、20年以内の合理的な年数で均等償却することと
している。なお、金額に重要性のない場合には、発生時に全額償却することとしている。

２．会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 令和２年３月31日。以下「収益認識会計基準」
という。)及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第30号 令和３年３月26
日)が令和３年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用されたことに伴い、当連結会計年度の期
首から収益認識会計基準等を適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又
はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしている。
収益認識会計基準等の適用による主な変更点は以下のとおりである。
(1) 代理人取引に係る収益認識

設備工事業に係る収益について、従来は、顧客から受け取る対価の総額を収益として認識してい
たが、顧客への財又はサービスの提供における当社の役割が有償受給材料取引等の代理人取引に該
当する場合は、顧客から受け取る額から商品の仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識する
方法に変更した。
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(2) 工事契約に係る収益認識
設備工事契約に関して、従来は、進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工
事進行基準を、それ以外は工事完成基準を適用していたが、原則全ての工事について履行義務を充
足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更している。ただし、履行義務の充足
に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回
収することが見込まれる場合には、一定の期間にわたり充足される履行義務について原価回収基準
により収益を認識している。
また、履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、発生原価に基づくインプット法によって
いる。
なお、配電工事請負契約に基づく工事等、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足す
ると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期
間にわたり収益を認識せず、履行義務を充足した時点で収益を認識している。

当該会計方針の変更については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従い、
当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の
期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用する方法によっているが、当該変更
が利益剰余金の当期首残高に与える影響はない。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号 令和元年７月４日。以下「時価算定会計基準」
という。)等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計
基準」(企業会計基準第10号 令和元年７月４日)第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定
会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしている。なお、連結計算書類に
与える影響はない。
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３．収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

報告セグメント
その他 合計 調整額 連結損益計

算書計上額設備
工事業

リース
事業

太陽光
発電事業 計

売上高
外部顧客
への売上
高

86,524 1,650 2,312 90,487 2,160 92,648 － 92,648

セグメン
ト間の内
部売上高
又は振替
高

67 1,201 － 1,268 3 1,272 △1,272 －

計 86,591 2,851 2,312 91,756 2,164 93,920 △1,272 92,648
セグメント
利益 4,162 300 933 5,396 20 5,417 △1 5,415
(注) １．設備工事業は、収益の性質により、配電工事請負契約に基づく収益 29,350百万円と、その他の設備

工事による収益 57,241百万円に分解される。
２．「その他」 の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＣＡＤソフト販売、指定
管理業務等を含んでいる。

３．売上高及びセグメント利益の調整額は、セグメント間の内部取引消去等である。
４．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は「１．連結計算書類の作成のための基
本となる重要な事項に関する注記等（4）会計方針に関する事項 ④ その他連結計算書類の作成のための
基本となる重要な事項 b．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりである。
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（3）顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係ならびに当連結
会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及
び時期に関する情報
① 契約資産及び契約負債の残高等
顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高は以下のとおりである。

（単位：百万円）
期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権
受取手形 1,458 1,486
完成工事未収入金等 17,601 16,967
契約資産 3,119 2,185
契約負債 4,707 2,390

（注)１．顧客との契約から生じた債権
顧客との契約から生じた債権は、設備工事業における引渡し済み工事に係る債権、履
行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり認識された収益において顧客との契約に
基づき請求を行った債権及び、太陽光発電事業等において一時点で充足された履行義務
に係る債権で構成されている。これらの債権は設備工事業では履行義務を充足した時点
である工事の引渡し後、概ね２ヶ月以内、太陽光発電事業等では概ね１ヶ月以内に支払
いを受けている。

２．契約資産
契約資産は、当社グループの設備工事業において報告期間の末日時点での進捗度に基
づいて測定した履行義務の充足部分と交換に受け取る対価に対する権利のうち、債権を
除いたものである。当社グループは、履行義務の充足に伴って認識した収益に対する契
約資産を前もって認識し、顧客の検収を受け、顧客に対して対価を請求した時点で債権
に振り替えられる。
契約資産は主に、設備工事業における履行義務の充足に伴う収益の認識によって増加
し、顧客による検収を受け顧客に対して請求を行うことにより減少する。

３．契約負債
契約負債は、当社グループの設備工事業において契約に基づく役務の提供に先立って
受領した対価に関連するものであり、当社グループが契約に基づき履行義務を充足した
時点で収益に振り替えられる。
契約負債は主に、設備工事業における未成工事受入金の受領により増加し、履行義務
の充足により減少する。
なお、前連結会計年度末における契約負債のうち、当連結会計年度において収益に認
識した金額は 3,934百万円である。

また、過去の期間に充足(又は部分的に充足)した履行義務から認識した収益の額に重要性はない。
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② 残存履行義務に配分した取引価格
当連結会計年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる
期間は、以下のとおりである。当該履行義務は設備工事業に属するものである。

（単位：百万円）
当連結会計年度

１年以内 35,157
１年超 11,427

合計 46,584

４．連結貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産

関係会社の金融機関からの借入債務に係る担保に次の資産を供している。
投資有価証券 20百万円

（2）有形固定資産の減価償却累計額 25,807百万円
（3）保証債務
① 関係会社の金融機関からの借入に対して債務保証を行っている。

㈱宇多津給食サービス 153百万円
㈱大洲給食PFIサービス 49百万円
㈱大洲学校PFIサービス 78百万円

② 関係会社の金融機関との工事履行保証等に対して債務保証を行っている。
㈱松山学校空調PFIサービス 9百万円

（4）未払金のうちファクタリングシステムによる営業上の取引に係る債務
4,709百万円
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 16,255,470株
（2）配当に関する事項
① 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効力発生日

令 和 ３ 年 ６ 月 29 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 470百万円 60円 令和３年３月31日 令和３年６月30日

令 和 ３ 年 10 月 29 日
取 締 役 会 普通株式 550百万円 70円 令和３年９月30日 令和３年11月30日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
令和４年６月29日開催予定の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり
提案している。

配当金の総額 １株当たり配当額 配当の原資 基 準 日 効力発生日
（予定）

864百万円 55円 利益剰余金 令和４年３月31日 令和４年６月30日

６．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

営業債権である受取手形・完成工事未収入金等、電子記録債権及びリース投資資産は、顧客の信用リス
クに晒されている。当該リスクに関しては、当社グループの与信管理要領等に従い、取引先ごとに期日及
び残高を管理するとともに、取引先の信用状況を定期的及び適宜モニタリングする体制により、リスクの
低減を図っている。
投資有価証券は、主にインカムゲインの獲得を目的とする株式、投資信託等並びに業務上の関係を有す
る企業の株式であり、市場価格の変動リスク、発行体の信用リスク等に晒されている。当該リスクについ
ては、資金運用管理規程に従い、運用対象を慎重に選定するとともに、定期的に時価や発行体の格付・財
務状況等を把握するなどのリスク管理を行っており、適宜、保有資産の見直しを行っている。
関係会社預け金は、その他の関係会社である四国電力㈱に対する預け金であり、同社の信用リスクに晒
されている。
営業債務である支払手形・工事未払金等及び未払金は、４ヶ月以内の支払期日である。借入金等は、主
として設備工事業、リース事業及び太陽光発電事業に充当している。営業債務や借入金等は、流動性リス
クに晒されているが、当社グループでは、各社が月次に資金繰計画を作成するなどの方法によりリスク管
理を行っている。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
令和４年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
る。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額：1,530百万円）は、次表に含まれていない。
また、「現金預金」「受取手形・完成工事未収入金等」「電子記録債権」「関係会社預け金」「支払手形・工
事未払金等」「未払金」は、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額にほぼ等しい
ことから注記を省略している。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額（＊）

時 価
（＊） 差 額

① リース投資資産 3,633 3,626 △6
② 投資有価証券

その他有価証券 8,558 8,558 －
③ 長期借入金 (12,404) (12,414) (10)
（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示している。

（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ
ベルに分類している。
レベル１の時価：同一の資産または負債の活発な市場における調整されていない相場価格により算定し

た時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを用いて算定

した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類している。

① 時価をもって連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
その他有価証券
株式 4,782 ー － 4,782

（注） 投資信託の時価は上記に含めていない。投資信託の連結貸借対照表計上額は 3,776百万円である。
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② 時価をもって連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
リース投資資産 ー 3,626 ー 3,626
長期借入金 ー 12,414 ー 12,414
（注） 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券
上場株式は取引所の価格によっている。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価
をレベル１の時価に分類している。
リース投資資産
リース投資資産の時価については、債権(リース料)ごとに債権額を満期までの期間及び信用リス
クを加味した利率で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類している。
長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計と当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利
率で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類している。

７．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 3,443円05銭
１株当たり当期純利益 240円53銭
当社は、令和３年10月１日付で、普通株式１株を２株とする株式分割を行っている。当該株式分割につ
いては、当連結会計年度の期首に株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益を算定している。
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８．会計上の見積りに関する注記
履行義務の充足につれて一定期間にわたり認識した収益
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 34,267百万円
(2) 会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法
「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等（4）会計方針に関する事
項 ④ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 b.収益及び費用の計上基準」に記載
のとおり。
② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
原則全ての工事について履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識している。な
お、履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、発生原価に基づくインプット法によっている。収
益認識の基礎となる工事原価総額は、契約ごとの実行予算を使用して見積りを行っているが、工事契約
等の実行予算の策定にあたっては、工事等の完成のために必要となる作業内容及び工数の見積りを反映
している。
③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
上述の仮定について、工事等の完成のために必要となる作業内容及び工数の見積りの見直しが必要と
なった場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類に影響を及ぼす可能性がある。

（本連結計算書類に記載の金額は、百万円未満を切り捨てて表示している。）
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個 別 注 記 表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
ａ．子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法
ｂ．その他有価証券

市場価格のない株式等…………
以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定している。）

市場価格のない株式等…………移動平均法による原価法
② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
ａ．未成工事支出金……………………個別法による原価法
ｂ．材料貯蔵品…………………………月総平均法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定している。）
（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産…………………………
（リース資産を除く）

定率法（なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同
一の基準によっている。）

② 無形固定資産
市場販売目的ソフトウェア………見込有効期間を耐用年数とした定額法
その他………………………………定額法

③ リース資産……………………………

（所有権移転外ファイナンス・
リース取引に係るリース資産）

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とした定額法

（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

② 工事損失引当金
受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末未成工事のうち、損失の発生が見込まれるも
のについて、その損失見込額を計上している。
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③ 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき
計上している。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっている。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法に
より、発生時から費用処理している。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５
年）による定額法により、発生の翌事業年度から費用処理している。

（4）収益及び費用の計上基準
当社は、顧客との契約において受注した配電工事、送電・土木工事、電気・計装工事、空調・管工事、
情報通信工事等について施工して引渡す義務を負っており、原則全ての工事について履行義務を充足する
につれて一定の期間にわたり収益を認識している。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法
は、発生原価に基づくインプット法によっている。
ただし、履行義務の充足に係る進捗度を発生原価に基づくインプット法により見積ることができない
が、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、一定の期間にわた
り充足される履行義務について原価回収基準により収益を認識している。
履行義務の充足につれて一定期間にわたり認識した収益 31,229百万円
また、配電工事請負契約に基づく工事等、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見
込まれる時点までの期間がごく短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、履行義務を充足した時
点で収益を認識している。
設備工事業は、約束された対価は履行義務を充足した時点である工事の引渡し後、概ね２ヶ月以内に支
払いを受けており、重大な金融要素は含んでいない。

（5）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計処理の方法
計算書類において、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが
連結計算書類と異なっている。個別貸借対照表上、退職給付債務に未認識数理計算上の差異及び未認識
過去勤務費用を加減した額から年金資産の額を控除した額を退職給付引当金（ただし、年金資産の額が
退職給付債務に未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を加減した額を超える場合には前払年
金費用）に計上している。
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２．会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 令和２年３月31日。以下「収益認識会計基準」
という。)及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第30号 令和３年３月26
日)が令和３年４月１日以後開始する事業年度の期首から適用されたことに伴い、当事業年度の期首から収
益認識会計基準等を適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービ
スと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしている。
収益認識会計基準等の適用による主な変更点は以下のとおりである。
(1) 代理人取引に係る収益認識

設備工事業に係る収益について、従来は、顧客から受け取る対価の総額を収益として認識してい
たが、顧客への財又はサービスの提供における当社の役割が有償受給材料取引等の代理人取引に該
当する場合は、顧客から受け取る額から商品の仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識する
方法に変更した。

(2) 工事契約に係る収益認識
設備工事契約に関して、従来は、進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工
事進行基準を、それ以外は工事完成基準を適用していたが、原則全ての工事について履行義務を充
足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更している。ただし、履行義務の充足
に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回
収することが見込まれる場合には、一定の期間にわたり充足される履行義務について原価回収基準
により収益を認識している。
また、履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、発生原価に基づくインプット法によって
いる。
なお、配電工事請負契約に基づく工事等、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足す
ると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期
間にわたり収益を認識せず、履行義務を充足した時点で収益を認識している。

当該会計方針の変更については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従い、
当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の利
益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用する方法によっているが、当該変更が利益剰
余金の当期首残高に与える影響はない。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号 令和元年７月４日。以下「時価算定会計基準」
という。)等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」
(企業会計基準第10号 令和元年７月４日)第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基
準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしている。なお、計算書類に与える影響
はない。

15



３．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は「１．重要な会計方針に係る事項に関
する注記（4）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりである。

４．貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産

関係会社の金融機関からの借入債務に係る担保に次の資産を供している。
関係会社株式 20百万円

（2）有形固定資産の減価償却累計額 15,557百万円
（3）保証債務
① 関係会社の金融機関からの借入に対して債務保証を行っている。

債務保証 ㈱ヨンコーソーラー 6,052百万円
㈱仁尾太陽光発電 428百万円
㈱桑野太陽光発電 225百万円
㈱宇多津給食サービス 153百万円
㈱大洲給食PFIサービス 49百万円
㈱大洲学校PFIサービス 78百万円

② 関係会社の金融機関との工事履行保証等に対して債務保証を行っている。
㈱松山学校空調PFIサービス 9百万円

（4）未払金のうちファクタリングシステムによる営業上の取引に係る債務
4,709百万円

（5）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
関係会社に対する短期金銭債権 468百万円
関係会社に対する長期金銭債権 600百万円
関係会社に対する短期金銭債務 3,628百万円
関係会社に対する長期金銭債務 1,497百万円

５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引高 売上高 801百万円

仕入高 5,208百万円
営業取引以外の取引高 944百万円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普通株式 536,121株
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７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
退職給付引当金 905百万円
未払賞与 860百万円
減価償却超過額 559百万円
固定資産減損損失 157百万円
有価証券減損損失 13百万円
その他 416百万円
繰延税金資産小計 2,912百万円
評価性引当額 △146百万円
繰延税金資産合計 2,766百万円
繰延税金負債
前払年金費用 △667百万円
固定資産圧縮積立金 △308百万円
その他有価証券評価差額金 △56百万円
その他 △23百万円
繰延税金負債合計 △1,056百万円
繰延税金資産の純額 1,709百万円
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８．関連当事者との取引に関する注記
（1）親会社及び法人主要株主等

種類 会社等の名称 所在地 資本金
（百万円） 事業の内容 議決権等の所有

（被所有）割合
その他の
関係会社 四国電力㈱ 香川県

高松市 145,551 電気事業 所有 －
被所有 直接 32.0％

関係内容 取引の内容 取引金額
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）役員の兼任等 事業上の関係

兼任 ２名 電気計装・空調管
工事の受注先

電気計装・空調管工事の受注 268 （債権）完成工事未収入金 105
（債務）未成工事受入金等 14

短期資金の預け入れ（△回収） 6,200 （債権）関係会社預け金 11,800

取引条件ないし取引条件の決定方針等
・電気計装・空調管工事については、当社より提示した見積工事価格により都度交渉の上、決定している。
・営業外取引の短期資金の預け入れについては、短期の余裕資金を先方の提示条件を考慮の上、預け入れている。
なお、取引金額は、期中の増減の純額を記載しており、当事業年度の回収額は 5,700百万円である。

・取引金額は消費税等を含んでおらず、期末残高には消費税等を含んでいる。

（2）子会社等

種類 会社等
の名称 所在地 資本金

(百万円)
事業の
内容

議決権等
の所有(被
所有)割合

関係内容
取引の内容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社

㈱ヨンコ
ービジネ
ス

香川県
高松市 30 リース事

業

所有
直接
100％

被所有
－

兼任
２名

車両、備
品等のリ
ース

支払リース料 1,181 (債務)
工事未払金 109

リース契約 583 (債務)
リース債務 2,085

㈱ヨンコ
ーソーラ
ー

香川県
高松市 10 太陽光発

電事業

所有
直接
100％

被所有
－

兼任
２名

電気計装
工事の受
注先

債務保証 6,052 － －

取引条件ないし取引条件の決定方針等
・車両、備品等のリース取引については、市場価格による見積価格により契約しており、一般の取引条件と同様に決定している。
・電気計装・空調管工事については、当社より提示した見積工事価格により都度交渉の上、決定している。
・リース契約の取引金額については、売買取引に係る方法に準じたファイナンス・リース取引によるリース資産の当事業年度取得額を
記載している。
なお、当事業年度のリース債務返済額（リース料）については、支払リース料に含めて記載している。

・債務保証は、銀行借入金について保証しているものである。
・取引金額は消費税等を含んでおらず、期末残高には消費税等を含んでいる。
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（3）兄弟会社等

種類 会社等の名称 所在地 資本金
（百万円） 事業の内容 議決権等の所有

（被所有）割合
その他の
関係会社の
子会社

四国電力送配電㈱ 香川県
高松市 8,000 送配電事業

所有 －
被所有 －

関係内容 取引の内容 取引金額
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）役員の兼任等 事業上の関係

兼任 １名
配電・送電・電気
計装・空調管工事
の受注先

配電・送電・電気計装・空調管工
事の受注 36,672

（債権）完成工事未収入金 5,310
（債務）未成工事受入金等 124

取引条件ないし取引条件の決定方針等
・配電工事については、請負契約により交渉の上、決定している。
・送電・電気計装・空調管工事については、当社より提示した見積工事価格により都度交渉の上、決定している。
・取引金額は消費税等を含んでおらず、期末残高には消費税等を含んでいる。

９．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 3,020円19銭
１株当たり当期純利益 208円05銭
当社は、令和３年10月１日付で、普通株式１株を２株とする株式分割を行っている。当該株式分割につ
いては、当事業年度の期首に株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益を算定している。

10．会計上の見積りに関する注記
履行義務の充足につれて一定期間にわたり認識した収益
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額 31,229百万円
(2) 会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報
① 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法
「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記（4）収益及び費用の計上基準」に記載のとおり。

② 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
原則全ての工事について履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識している。な
お、履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、発生原価に基づくインプット法によっている。収
益認識の基礎となる工事原価総額は、契約ごとの実行予算を使用して見積りを行っているが、工事契約
等の実行予算の策定にあたっては、工事等の完成のために必要となる作業内容及び工数の見積りを反映
している。
③ 翌事業年度の計算書類に与える影響
上述の仮定について、工事等の完成のために必要となる作業内容及び工数の見積りの見直しが必要と
なった場合、翌事業年度以降の計算書類に影響を及ぼす可能性がある。

（本計算書類に記載の金額は、百万円未満を切り捨てて表示している。）
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